



















































国 内 政 治
新型コロナウイルス感染抑制のための隔離措置の実施
　フィリピンでは 2 月 1 日に新型コロナウイルスによる初の死者が確認された。





　 5 月 1 日以降，感染者数が少ない地域を対象に隔離措置の段階が引き下げられ








































は 2 カ月の懲役もしくは 1 万ペソ以上100万ペソ以下の罰金，またはその両方が








































翌々日の 5 月 5 日に国家通信委員会は，事業免許が失効した ABS-CBN に放送事
業を停止するよう命令を出した。これにより，同社はテレビ・ラジオの無料放送












　 5 月26日に ABS-CBN の放送権の正式な更新に関する法案の審議が開始された。
審議は「議会許認可委員会」と「良い統治と国民のための説明責任に関する委員







































































































































































































投資などを反映する総資本形成も大きく落ち込んだ（図 1 ）。とくに，第 2 四半期






































2020年 1 月の失業率は5.3％で平年とほぼ同水準であったが，同年 ₄ 月は17.6％，











































































































































　消費者物価指数の上昇率は， 1 年を通して 2 ～ ₃ ％台で推移し，年平均では














































が ₄ 兆2274億ペソで，約 1 兆3714億ペソの赤字であった。その結果，政府の債務
残高は 9 兆7950億ペソとなり，2019年末比で26％増加した。そのうち，対内債務
は ₆ 兆6947億ペソで同じく前年度比で30％増となり，対外債務は ₃ 兆1003億ペソ
で同19％増加した。対 GDP 比債務残高は54％で，2019年末の40％から14％増え
た。


































































₃ 月21日には，10万個の医療用マスク， 1 万着の医療用防護服と10万回分の
PCR（ポリメラーゼ連鎖反応）検査キットをフィリピン政府に寄贈した。 ₄ 月 5 日
には中国は医療専門家チームを派遣し，フィリピン国内での新型コロナウイルス



































































































































































26日 ▼ 下院，ABS-CBN の放送権更新に関
する法案の審議開始。




















7 月 3 日 ▼大統領，反テロ法（RA11479）に署
名（18日に施行）。





17日 ▼大統領，学校年度の開始を 8 月末日
以降に動かすことができる法律（RA11480）に
署名。
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　 1 ） マニラ首都圏の各市町は独立しており，マニラ首都圏開発庁は各地方政府首長が参加する中央政
府の機関。
　 2 ） ムスリム・ミンダナオ自治地域は，2019年 1 月と 2 月の住民投票によってバンサモロ・ムスリ






2015 2016 2017 2018 2019 2020
人 口（100万人）1） 100.8 102.5 104.2 105.8 107.3 108.8
労 働 力 人 口（100万人）2） 41.3 43.4 42.8 43.5 44.2 43.9
失 業 率（％）2） 6.3 5.5 5.7 5.3 5.1 10.3
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）3） 1.4 1.3 2.9 5.2 2.5 2.6
為 替 レ ー ト（ 1ド ル ＝ ペ ソ ） 45.50 47.49 50.40 52.66 51.80 49.62
（注）　 1 ）2015年以降は同年人口センサスを基にした年央の推計値。 2 ）2019年は修正値，2020年は暫
定値。 ₃ ）基準年は2012年。
（出所）　Philippine Statistics Authority（PSA），Bangko Sentral ng Pilipinas（BSP）.
　 2 　支出別国民総所得（名目価格） （単位：100万ペソ）
2015 2016 2017 2018 2019 2020
個 人 消 費 支 出 10,105,734 10,979,086 11,950,864 13,250,084 14,288,140 13,486,474
政 府 消 費 支 出 1,521,536 1,703,599 1,874,770 2,199,637 2,444,698 2,748,811
総 資 本 形 成 2,975,815 3,725,366 4,231,677 4,959,105 5,111,290 3,130,370
固 定 資 本 3,100,015 3,782,584 4,245,610 4,983,346 5,300,351 3,818,511
在 庫 増 減 -125,425 -58,266 -15,472 -26,944 -190,555 -689,158
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 3,793,934 4,036,261 4,892,870 5,518,573 5,530,950 4,512,031
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 4,452,862 5,311,929 6,393,529 7,662,209 7,858,661 5,842,836
国 内 総 生 産（GDP） 13,944,157 15,132,381 16,556,651 18,265,190 19,516,418 17,975,997
海 外 純 要 素 所 得 1,593,553 1,680,553 1,826,528 1,947,159 1,940,973 1,431,812
国 民 総 所 得（GNI） 15,537,710 16,812,934 18,383,179 20,212,349 21,457,391 19,407,810
（注）　統計誤差を除く。
（出所）　PSA.
　 3 　産業別国内総生産（実質：2018年価格） （単位：100万ペソ）
2015 2016 2017 2018 2019 2020
農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 1,688,344 1,672,085 1,743,134 1,762,616 1,783,855 1,780,544
鉱 業 ・ 採 石 148,589 156,807 160,065 163,322 169,221 135,477
製 造 業 2,874,284 3,070,939 3,317,641 3,488,331 3,600,183 3,257,501
建 設 業 1,011,751 1,133,124 1,201,714 1,373,841 1,480,612 1,095,399
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 458,766 500,472 523,161 557,030 593,917 589,535
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 等 修 理 業 2,670,294 2,861,060 3,057,552 3,237,304 3,500,918 3,300,309
運 輸 ・ 倉 庫 業 548,048 604,328 648,153 697,839 742,105 510,433
宿 泊 ・ 飲 食 業 297,279 332,612 371,234 403,289 428,425 236,870
情 報 通 信 業 436,741 462,876 483,683 515,925 549,423 577,487
金 融 ・ 保 険 業 1,171,994 1,275,687 1,382,521 1,498,147 1,676,292 1,773,115
不動産・専門・管理・支援サービス 1,898,061 2,080,325 2,246,340 2,348,938 2,437,372 2,114,368
公 務 567,797 610,575 666,393 767,706 870,878 908,824
教育・保健衛生・社会事業・その他サービス 1,218,960 1,301,785 1,374,386 1,450,900 1,535,311 1,246,124
国 内 総 生 産（GDP） 14,990,907 16,062,676 17,175,978 18,265,190 19,368,513 17,525,987






2015 2016 2017 2018 2019 2020
経 常 収 支 7,266 -1,199 -2,143 -8,773 -3,047 12,979
貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支 -17,854 -28,506 -31,522 -39,365 -36,272 -18,759
貿 易 収 支 -23,309 -35,549 -40,215 -50,972 -49,312 -31,839
輸 出 43,197 42,734 51,814 51,977 53,477 47,411
輸 入 66,506 78,283 92,029 102,958 102,788 79,250
サ ー ビ ス 収 支 5,455 7,043 8,693 11,608 13,039 13,080
第 一 次 所 得 収 支 1,857 2,579 3,226 3,669 5,276 4,356
第 二 次 所 得 収 支 23,263 24,728 26,153 26,818 27,949 27,381
資 本 移 転 等 収 支 84 62 69 65 127 63
金 融 収 支 2,301 175 -2,798 -9,332 -8,034 -4,608
直 接 投 資 -100 -5,883 -6,952 -5,833 -5,320 -3,017
証 券 投 資 5,471 1,480 2,454 1,448 -2,474 502
金 融 派 生 商 品 6 -32 -51 -53 -173 -239
そ の 他 投 資 -3,076 4,610 1,750 -4,894 -67 -1,855
誤 差 脱 漏 -2,433 274 -1,588 -2,826 2,729 -1,629
総 合 収 支 2,616 -1,038 -863 -2,306 7,843 16,020
（注）　2019年は修正値。
（出所）　BSP.
　 5 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2018 2019 2020
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
 ％  ％  ％  ％  ％  ％
ア メ リ カ 10,636 15.3 8,062 7.1 11,567 16.3 8,072 7.2 9,716 15.2 6,642 7.8
日 本 10,323 14.9 10,818 9.6 10,675 15.1 10,580 9.5 9,924 15.5 8,154 9.5
中 国 8,817 12.7 22,015 19.5 9,814 13.8 25,496 22.8 9,622 15.1 19,874 23.2
韓 国 2,608 3.8 11,312 10.0 3,241 4.6 8,477 7.6 2,536 4.0 6,682 7.8
香 港 9,564 13.8 3,046 2.7 9,625 13.6 3,598 3.2 9,086 14.2 2,656 3.1
台 湾 2,521 3.6 5,500 4.9 2,253 3.2 4,753 4.3 2,057 3.2 4,568 5.3
東南アジア 11,148 16.1 28,424 25.2 10,790 15.2 29,123 26.1 10,177 15.9 22,704 26.5
インドネシア 882 1.3 6,927 6.1 829 1.2 6,890 6.2 454 0.7 5,494 6.4
マレーシア 1,962 2.8 4,212 3.7 1,825 2.6 4,693 4.2 1,755 2.7 3,813 4.4
シンガポール 4,316 6.2 6,174 5.5 3,832 5.4 6,658 6.0 3,758 5.9 5,388 6.3
タ イ 2,975 4.3 7,787 6.9 2,972 4.2 6,976 6.3 2,883 4.5 4,793 5.6
オーストラリア 452 0.7 1,613 1.4 398 0.6 1,411 1.3 357 0.6 769 0.9
E U 8,908 12.9 8,587 7.6 8,285 11.7 9,338 8.4 6,847 10.7 6,217 7.3
そ の 他 4,330 6.2 13,464 11.9 4,279 6.0 10,745 9.6 5,327 5.6 5,651 8.7
合 計 69,307 100.0 112,841 100.0 70,927 100.0 111,593 100.0 63,879 100.0 85,687 100.0 
（注）　2019年は修正値，2020年は暫定値。東南アジアは ₄ カ国以外にブルネイ，ラオス，ミャンマー，
ベトナムを含む。
（出所）　BSP.
